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凡例：
計上対象外

各空港収支において計上対象とする収入・支出

各試算パターンにおける計上対象収入・支出の相違について（イメージ図）
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国管理空港に係る収支のこれまでの推移について

【着陸料等収入】 【土地建物等貸付収入（貸付料等収入）】

900億円

700億円

260億円

230億円

22年度における増加は、
国有財産使用料の見直し
によるもの。

500億円 200億円

運航路線の減便及び
使用機材の小型化等
による減少傾向。

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

【空港整備事業費(CFベース）】

2,600億円

【空港整備経費(PLベース）】

800億円
21年度までの東京国際空港
のＤ滑走路建設事業の進行
中は建設仮勘定に計上され
ていた経費相当分が 事業終

1,000億円

1,800億円 500億円

200億円

19～21年度は東京国際
空港のＤ滑走路建設事
業を中心とした増加。
これが22年度にて減少。

ていた経費相当分が、事業終
了年度に費用計上されたた
め、22年度のみ急増。

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

これが22年度にて減少。

３

※ いずれも公表された各年度ごとの科目別合計による。



国管理空港に係る収支のこれまでの推移について＜詳細説明＞

【国管理空港のＣＦベースについて】【国管理空港 】

〈収入面〉
公表している平成18年度以降、着陸料等収入は減少傾向にあり、これは運航路線の減便及び使用機材の小型化

等によるもの。[平成22年度の対前年度：△約18億円（約654.9億円→約636.5億円・前年度比△約3％）］等 るも 。[平成 年度 対前年度 約 億 （約 億 約 億 前年度比 約 ）］

土地建物等貸付料収入の平成22年度における増加は、国有財産使用料の見直しによるもの。[平成22年度の対
前年度：約27億円（約219.8億円→約246.4億円・前年度比約12％）]

〈支出面〉
平成19年度から平成21年度にかけて東京国際空港のＤ滑走路建設事業を中心とした整備事業の増加により額が

増えていたが、これが平成22年度の対前年度にて約819億円の減少。（約2507.1億円→約1688.5億円・前年度比△
約33％）

【国管理空港の「企業会計の考え方を取り入れた収支（損益）の損益計算書」（ＰＬベース）について】

〈収益面〉
着陸料等収入の減少及び土地建物等貸付料収入の増加は、上記ＣＦベースと同様。

〈費用面〉
平成21年度までの東京国際空港のＤ滑走路建設事業の進行中は建設仮勘定に計上されていた経費相当分が、

事業終了年度に費用計上されたため、平成22年度のみ急増。 ［平成22年度の対前年度：約649億円（約140.3億円
→約789.2億円・前年度比約463％）］ （詳細はP５参照。）

【空港別収支及び空港関連事業の収支の合算（単純合算）の合算前との対比について（平成22年度）】

EBITDA試算による空港別収支について、空港関連事業の収支との合算（単純合算）により、８空港が黒字転換。
（詳細はP5～P6参照。）

４



東京国際空港の収支について
（平成22年度と例年との対比・イメージ図）

【平成２２年度（合算前）】

営業収益 約536億円

D滑走路建設事業を
除く空港整備経費

約95億円

営業費用

空港整備経費
以外の営業費用

約316億円

D滑走路建設事業に係る空港整備経費
約617億円

【平成１８ ２１年度平均（合算前）】

約411億円 約125億円

【平成１８～２１年度平均（合算前）】

営業収益 約518億円

空港整備経費
約142億円

営業費用

空港整備経費
以外の営業費用

約295億円

約437億円 約81億円

５

※ 営業費用は、いずれも試算パターン①～③による。



国管理空港の空港別収支の合算前（平成２２年度）

[

平

空港毎の収支状況（EBITDA  試算） 合算前
注１

成
22
年
度
：
空
港

４０億

・新千歳

黒字：８空港

港
別
収
支
（
試
算
）

黒
字

２０億

宮崎
の
合
算
前
Ｅ
Ｂ
Ｉ

字

・
鹿児島

・

・

・熊本

・小松

大分
・長崎

百里

北九州
・

広島
宮崎

赤字：１６空港

Ｉ
Ｔ
Ｄ
Ａ]

赤
字

・

熊本

・稚内 ・
・・

・徳島

・美保
分

・三沢丘珠

・函館

・高松
・

松山
仙台

釧路 新潟
高知

・

・ ・

字

△３０億

～～

△１０億

[乗降客数]

1 000万人200万人

△３０億

・福岡

・ 那覇

△６０億

～～

6

1,000万人200万人
※注１：「EBITDA：Earnings Before Interest,Taxes,Depreciation and Amortization（利払前税引前償却前営業利益）≒経常利益＋支払利息＋減価償却費」。各空港が1年間の

営業を通じて得られるキャッシュフロー（実質的な利益水準）を表す指標であり、投資家等が企業分析をする際によく使用されるもののひとつ。平成23年度に開催された
「空港運営のあり方に関する検討会」において経営状態を適切に把握するための資料として提案された指標。

※注2：試算パターン③（空港整備に係る経費を費用に計上するとともに、純粋一般財源も含めた一般会計受入を収益に計上）によるＥＢＩＴＤＡ。
※注3：八尾空港は、乗降客数がゼロのため記載していない。また、東京国際空港は、P5に示すとおり会計上の処理による特殊要因が伴うため、記載していない。

６



国管理空港の空港別収支及び空港関連事業の収支（試算）の単純合算（平成２２年度）

[

平

空港毎の収支状況（EBITDA  試算） 合算後
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※注１：「EBITDA：Earnings Before Interest,Taxes,Depreciation and Amortization（利払前税引前償却前営業利益）≒経常利益＋支払利息＋減価償却費」。各空港が1年間の
営業を通じて得られるキャッシュフロー（実質的な利益水準）を表す指標であり、投資家等が企業分析をする際によく使用されるもののひとつ。平成23年度に開催された
「空港運営のあり方に関する検討会」において経営状態を適切に把握するための資料として提案された指標。

※注2：平成２２年度空港別収支（パターン③：空港整備に係る経費を費用に計上するとともに、純粋一般財源も含めた一般会計受入を収益に計上）と空港関連事業（旅客、
貨物ターミナルビル事業者及び駐車場事業者）の収支(試算)を単純合算したＥＢＩＴＤＡ。

※注3：八尾空港は、乗降客数がゼロのため記載していない。また、東京国際空港は、P5に示すとおり会計上の処理による特殊要因が伴うため、記載していない。
７



空港別収支の試算結果について

国管理２６空港一覧 ≪別 表≫

パタ ン① （ 般会計財源非配分型）に基づく試算結果パターン① （一般会計財源非配分型）に基づく試算結果

・・・ 別表 １ページ

パターン② （一般会計財源（航空機燃料税財源）配分型）に基づく試算結果

・・・ 別表 ２ページ

パターン③ （一般会計財源配分型）に基づく試算結果

・・・ 別表 ３ページ別表 ３ ジ

パターン④ （一般会計財源非配分かつ空港整備関係歳出・費用除外型）に基づく試算結果

・・・ 別表 ４ページ

空港別収支及び空港関連事業の収支 ≪別 表≫

国管理空港の空港別収支及び空港関連事業の収支（試算）

・・・ 別表 ５ページ
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